
永平寺町附属機関整備に伴う関係条例の一部を改正する条例を次のように公布する。 

  

令和５年12月14日  

  

福井県吉田郡永平寺町長 河 合 永 充 

           

永平寺町条例第33号 

  

永平寺町附属機関整備に伴う関係条例の一部を改正する条例 

  

(永平寺町防災会議条例の一部改正) 

第１条 永平寺町防災会議条例(平成18年永平寺町条例第13号)の一部を次のように改正す

る。 

第１条中「所掌事務及び組織」を「組織及び運営に関し必要な事項」に改める。 

第２条第２号中「町長の諮問に応じて永平寺町の地域」を「防災」に改め、同条中第

３号を削り、第４号を第３号とし、同条第５号中「前３号」を「前各号」に改め、同号

を同条第４号とする。 

第３条を次のように改める。 

(委員の構成) 

第３条 防災会議の委員の定数は20人以内とし、次に掲げる者をもって充てる。 

(１) 指定地方行政機関の職員のうちから町長が任命する者 

(２) 福井県の知事の部内の職員のうちから町長が任命する者 

(３) 福井県警察の警察官のうちから町長が任命する者 

(４) 町長がその部内の職員のうちから指名する者 

(５) 教育長 

(６) 永平寺町消防本部消防長及び永平寺消防団長 

(７) 指定公共機関又は指定地方公共機関並びに公共的施設の管理者及び公益的事業

を営む法人の役員又は職員のうちから町長が任命する者 

(８) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が任命する者 

２ 前項第７号及び第８号の委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

３ 前項の委員は再任されることができる。 

第５条の見出しを「(会議)」に改め、同条中「この条例に定めるもののほか、防災会

議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、会長が防災会議に諮って定める」

を「防災会議の会議(以下「会議」という。)は、会長が必要に応じ招集する」に改め、

同条に次の５項を加える。 

２ 会長は、委員の半数以上から審議すべき事項を示して会議の招集の請求があったと

きは、速やかに会議を招集しなければならない。 

３ 会長は、議長となる。 

４ 会長は、第３条第１項に掲げる委員の数の過半数以上の出席がなければ、会議を開



くことができない。 

５ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところに

よる。 

６ 会議は、原則公開とする。ただし、会長が特に必要と認めたときは、この限りでな

い。 

第５条を第６条とし、第４条を第５条とし、第３条の次に次の１条を加える。 

(会長) 

第４条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、町長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総括する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指定する委員がその職務を代理する。 

本則に次の３条を加える。 

(意見の聴取及び資料提出等の要求) 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、委員の過半数以上の同意を得た上で委員

以外の者の出席を求めて意見等を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

(会議録) 

第８条 会長は会議録を調製し、これを保存しなければならない。 

(庶務) 

第９条 防災会議の庶務は、永平寺町役場防災安全課において処理する。 

 (永平寺町水防協議会条例の一部改正) 

第２条 永平寺町水防協議会条例(平成18年永平寺町条例第15号)の一部を次のように改正

する。 

題名を次のように改める。 

永平寺町水防協議会設置条例 

第１条中「水防法(昭和24年法律第193号)第33条第１項」を「水防法(昭和24年法律第

193号)第34条第１項」に改める。 

第５条を削る。 

第４条の見出しを「(会長及びその代理者)」に改め、同条第１項及び第２項を次のよ

うに改める。 

協議会に会長及び副会長各１名を置き、互選により定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 

第４条に次の１項を加える。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 

第４条を第５条とする。 

第３条の見出しを「(任期)」に改め、同条第１項及び第２項を次のように改める。 

関係行政機関の職員である委員の任期は、その職にある期間とし、その他の委員の

任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 町長は、特別の理由があると認めたときは、前項の規定にかかわらずその任期中に

おいてもこれを免じ、又は解職することができる。 

第３条を第４条とする。 



第２条の見出し中「組織」を「委員の構成」に改め、同条中「会長１人及び」を削り、

同条に次の１項を加える。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、町長が任命又は委嘱する。 

(１) 関係行政機関の職員 

(２) 水防関係団体の代表者 

(３) 学識経験を有する者 

第２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。 

(所掌事務) 

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 水防計画の審議に関すること。 

(２) 水防に関し、重要な事項の調査審議に関すること。 

(３) 水防に関し、関係機関等への意見具申に関すること。 

第６条中第２項を第３項とし、第１項を第２項とし、第１項として次の１項を加える。 

会長は会議を招集し、その議長となる。ただし、会長及び副会長が定まっていない

ときは、町長が招集する。 

第６条に次の１項を加える。 

４ 会議は、原則公開とする。ただし、会長が特に必要と認めたときは、この限りでな

い。 

第９条を削る。 

第８条の見出しを「(庶務)」に改め、同条第１項を次のように改める。 

協議会の庶務は、永平寺町役場防災安全課において処理する。 

第８条第２項及び第３項を削り、同条を第11条とする。 

第７条の次に次の３条を加える。 

(意見の聴取及び資料提出等の要求) 

第８条 会長は、必要があると認めるときは、委員の過半数以上の同意を得た上で委員

以外の者の出席を求めて意見等を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

(会議録) 

第９条 会長は会議録を調製し、これを保存しなければならない。 

(意見書等の提出) 

第10条 協議会は、調査審議した結果、必要があると認めるときは、第２条各号に掲げ

る事項に関して、町長に意見を述べることができる。 

(永平寺町社会教育委員条例の一部改正) 

第３条 永平寺町社会教育委員条例(平成18年条例第75号)の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

永平寺町社会教育委員設置条例 

第５条を削り、第４条を第５条とし、第３条を第４条とし、第６条を削る。 

本則に次の６条を加える。 

(委員長及び副委員長) 

第６条 委員の中に委員長及び副委員長それぞれ１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は委員の互選により定める。 



３ 委員長は、会務を総括し、委員を代表する。 

４ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けているとき

は、その職務を代理する。 

(会議) 

第７条 委員の会議(以下「会議」という。)は、委員長が必要に応じ招集する。ただし、

委員長及び副委員長が定まっていないときは、教育委員会が招集する。 

２ 委員長は、教育委員会から諮問があったとき又は委員の半数以上から審議すべき事

項を示して会議の招集の請求があったときは、速やかに会議を招集しなければならな

い。 

３ 委員長は、議長となる。 

４ 委員長は、第４条に掲げる委員の数の過半数以上の出席がなければ、会議を開くこ

とができない。 

５ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところに

よる。 

６ 会議は、原則公開とする。ただし、委員長が特に必要と認めたときは、この限りで

ない。 

(意見の聴取及び資料提出等の要求) 

第８条 委員長は、必要があると認めるときは、委員の過半数以上の同意を得た上で委

員以外の者の出席を求めて意見等を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができ

る。 

(会議録) 

第９条 会長は会議録を調製し、これを保存しなければならない。 

(意見書等の提出) 

第10条 委員は、調査審議した結果、必要があると認めるときは、第２条に掲げる事項

に関して、教育委員会に意見を述べることができる。 

(庶務) 

第11条 委員の庶務は、永平寺町役場生涯学習課において処理する。 

第２条の見出しを「(委員の構成)」に改め、同条を第３条とし、第１条の次に次の１

条を加える。 

(所掌事務) 

第２条 委員は、社会教育に関し永平寺町教育委員会(以下「教育委員会」という。)に

助言するため、次に掲げる所掌事務を行う。 

(１) 社会教育に関する諸計画を立案すること。 

(２) 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意見を

述べること。 

(３) 前２号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。 

２ 委員は、教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べることができる。 

３ 委員は、教育委員会から委嘱を受けた青少年教育に関する特定の事項について、社

会教育関係団体、社会教育指導者その他関係者に対し、助言と指導を与えることがで

きる。 



 (永平寺町スポーツ推進審議会条例の一部改正) 

第４条 永平寺町スポーツ推進審議会条例(平成18年条例第79号)の一部を次のように改正

する。 

題名を次のように改める。 

永平寺町スポーツ推進審議会設置条例 

第１条の見出し中「趣旨」を「設置」に改め、同条中「この条例は、」を削り、「基

づき」を「基づき、」に、「に関し必要な事項を定めるものとする」を「を置く」に改

める。 

第３条を削る。 

第２条の見出し中「組織」を「委員」に改め、同条中第２項を第３項とし、第１項の

次に次の１項を加える。 

２ 審議会の委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が町長の意見を聴いて

任命する。 

(１) 学識経験のある者 

(２) 関係行政機関の職員 

第２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。 

(所掌事務) 

第２条 審議会は、永平寺町教育委員会(以下「教育委員会」という。)の諮問に応じ、

スポーツの推進に関する計画その他スポーツの推進に関する重要事項について調査審

議し、及びこれらの事項に関し教育委員会に建議する。 

第４条の見出し中「委員の」を削り、同条第１項中「前条第１号」を「前条第２項第

１号」に改め、同条第３項中「前条第２号」を「前条第２項第２号」に改める。 

第５条を削り、第４条の次に次の１条を加える。 

(会長及び副会長) 

第５条 審議会に会長及び副会長それぞれ１人を置く。 

２ 会長及び副会長は委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総括し、審議会を代表する。 

４ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けているときは、その

職務を代理する。 

第６条を削り、第４条の次に次の５条を加える。 

(会議) 

第６条 審議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が必要に応じ招集する。ただし、

会長及び副会長が定まっていないときは、教育委員会が招集する。 

２ 会長は、教育委員会から諮問があったとき又は委員の半数以上から審議すべき事項

を示して会議の招集の請求があったときは、速やかに会議を招集しなければならない。 

３ 会長は、議長となる。 

４ 会長は、第３条第１項に掲げる委員の数の過半数以上の出席がなければ、会議を開

くことができない。 

５ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところに

よる。 



６ 会議は、原則公開とする。ただし、会長が特に必要と認めたときは、この限りでな

い。 

(意見の聴取及び資料提出等の要求) 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、委員の過半数以上の同意を得た上で委員

以外の者の出席を求めて意見等を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

(会議録) 

第８条 会長は会議録を調製し、これを保存しなければならない。 

(意見書等の提出) 

第９条 審議会は、調査審議した結果、必要があると認めるときは、第２条に掲げる事

項に関して、教育長に意見を述べることができる。 

(庶務) 

第10条 審議会の庶務は、永平寺町役場生涯学習課において処理する。 

 (永平寺町介護保険条例の一部改正) 

第５条 永平寺町介護保険条例(平成18年永平寺町条例第108号)の一部を次のように改正

する。 

目次中「第４章 介護保険運営協議会(第12条―第15条)」を「第４章 削除」に改め

る。 

第４章を次のように改める。 

第４章 削除 

第12条から第15条まで 削除 

(永平寺町都市計画審議会条例の一部改正) 

第６条 永平寺町都市計画審議会条例(平成18年永平寺町条例第133号)の一部を次のよう

に改正する。 

題名を次のように改める。 

永平寺町都市計画審議会設置条例 

第３条の見出し中「組織」を「委員の構成」に改め、同条第２項中「町長が」の次に

「委嘱し、又は」を加え、同条第３項に次のただし書を加える。 

ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第４条第３項中「し、又は任命」を削り、同条第４項中「され、又は解任」を削る。 

第５条の見出し中「会長」の次に「及び副会長」を加え、同条第１項中「会長」の次

に「及び副会長」を加え、「選挙」を「互選」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けているときは、その

職務を代理する。 

第６条の見出し中「議事」を「会議」に改め、同条中第２項を第３項とし、第１項を

第２項とし、第１項として次の１項を加える。 

審議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が必要に応じ招集する。ただし、会 

長及び副会長が定まっていないときは、町長が招集する。 

第６条に次の２項を加える。 

４ 会長は、議長となる。 

５ 会議は、原則公開とする。ただし、会長が特に必要と認めたときは、この限りでな



い。 

第９条を削る。 

第８条を第11条とし、第７条を第10条とし、第６条の次に次の３条を加える。 

(意見の聴取及び資料提出等の要求) 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、委員の過半数以上の同意を得た上で委員

以外の者の出席を求めて意見等を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

(会議録) 

第８条 会長は会議録を調製し、これを保存しなければならない。 

(意見書等の提出) 

第９条 審議会は、調査審議した結果、必要があると認めるときは、第２条各号に掲げ

る事項に関して、町長に意見を述べることができる。 

 (永平寺町障害支援区分判定審査会に関する条例の一部改正) 

第７条 永平寺町障害支援区分判定審査会に関する条例(平成18年永平寺町条例第154号)

の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

永平寺町障害支援区分判定審査会条例 

第１条から第５条までを次のように改める。 

(趣旨) 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を支援するための法律(平成17年法

律第123号。以下「法」という。)第15条の規定に基づく障害支援区分判定審査会(以下

「審査会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

(所掌事務) 

第２条 審査会は、法第19条第１項に規定する介護給付費等の支給申請について、「障

害支援区分に関する省令」に定める障害支援区分を基準として審査及び判定を行う。 

(委員の構成) 

第３条 審査会の委員の定数は５名以内とし、次の各号に定める分野に関する学識経験

者等より選出し、町長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 医療分野 

(２) 保健分野 

(３) 福祉分野 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、当該委員が欠けた場合における補欠委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は再任されることができる。 

(会長及び副会長) 

第４条 審査会に会長及び副会長それぞれ１人を置く。 

２ 会長及び副会長は委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総括し、審査会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けているときは、そ

の職務を代理する。 

(会議) 



第５条 審査会の会議(以下「会議」という。)は、会長が必要に応じ招集する。ただし、

会長及び副会長が定まっていないときは、町長が招集する。 

２ 会長は、議長となる。 

３ 会長は、第３条第１項に掲げる委員の数の過半数以上の出席がなければ、会議を開

くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところに

よる。 

５ 会議は、原則非公開とする。ただし、会長が特に必要と認めたときは、この限りで

ない。 

本則に次の６条を加える。 

(委員の除斥) 

第６条 会長、副会長及び委員は、自己又は父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくは兄

弟姉妹の一身上に関する事項については、その議事に加わることができない。ただし、

審査会の同意があったときは、その会議に出席し、発言することができる。 

(意見の聴取及び資料提出等の要求)) 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、委員の過半数以上の同意を得た上で委員

以外の者の出席を求めて意見等を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

(会議録) 

第８条 会長は会議録を調製し、これを保存しなければならない。 

(意見書等の提出) 

第９条 審査会は、審査した結果、必要があると認めるときは、第２条に掲げる事項に

関して、町長に意見を述べることができる。 

(守秘義務) 

第10条 委員及び第７条の規定により会議に出席した者は、審査の内容その他職務上知

り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後もまた同様とする。 

(庶務) 

第11条 審査会の庶務は、永平寺町役場福祉保健課において処理する。 

 (永平寺町国民保護協議会条例の一部改正) 

第８条 永平寺町国民保護協議会条例(平成18年永平寺町条例第162号)の一部を次のよう

に改正する。 

第１条の見出し中「目的」を「趣旨」に改め、同条中「ことを目的とする」を「もの

とする」に改める。 

第９条を削り、第８条を第11条とし、同条の前に次の２条を加える。 

(意見の聴取及び資料提出等の要求) 

第９条 会長は、必要があると認めるときは、委員の過半数以上の同意を得た上で委員

以外の者の出席を求めて意見等を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

(会議録) 

第10条 会長は会議録を調製し、これを保存しなければならない。 

第７条を第８条とする。 

第６条に次の１項を加える。 



５ 会議は、原則公開とする。ただし、会長が特に必要と認めたときは、この限りでな

い。 

第６条を第７条とし、第２条から第５条までを１条ずつ繰り下げ、第１条の次に次の

１条を加える。 

(所掌事務) 

第２条 協議会は、町の区域に係る国民の保護のための措置に関する重要事項を調査し、

審議する。 

 (永平寺町景観条例の一部改正) 

第９条 永平寺町景観条例(平成23年条例第10号)の一部を次のように改正する。 

目次中 
「 第８章 景観審議会(第25条) 

第９章 雑則(第26条) 」 
を 

「第８章 雑則(第25条)」に改める。 

第９条第４号中「第１項」を削る。 

第８章を削る。 

第９章中第26条を第25条とする。 

第９章を第８章とする。 

(永平寺町特定用途制限地域の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正) 

第10条 永平寺町特定用途制限地域の区域内における建築物の制限に関する条例(平成26

年条例第３号)の一部を次のように改正する。 

第４条第２項中「永平寺町都市計画審議会条例」を「永平寺町都市計画審議会設置条

例」に改める。 

(永平寺町行政不服審査会条例の一部改正) 

第11条 永平寺町行政不服審査会条例(平成28年条例第４号)の一部を次のように改正する。 

第２条から第８条までを次のように改める。 

(所掌事務) 

第２条 審査会は、法の規定によりその権限に属させられた事項を処理する。 

(委員) 

第３条 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、審査会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることができ、かつ、法

律若しくは条例又は行政に関して優れた識見を有する者のうちから町長が委嘱し、又

は任命する。 

３ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が委嘱されるまで引き続きその

職務を行うものとする。 

６ 町長は、審査会の委員が次の各号のいずれかに該当する場合は、これを解任するこ

とができる。 

(１) 心身の故障のため、職務を行うことができないと認めるとき。 

(２) その職に必要な適格性を欠くと認めるとき。 



(会長及び副会長) 

第４条 審査会に、会長及び副会長それぞれ１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、審査会を代表し、会務を総括し、会議の議長となる。 

４ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 

(会議) 

第５条 審査会の会議(以下「会議」という。)は、会長が必要に応じ招集する。ただし、

会長及び副会長が定まっていないときは、町長が招集する。 

２ 会長は、町長から諮問があったとき又は委員の半数以上から審議すべき事項を示し

て会議の招集の請求があったときは、速やかに会議を招集しなければならない。 

３ 会長は、議長となる。 

４ 会長は、前条第１項に掲げる委員の数の過半数以上の出席がなければ、会議を開く

ことができない。 

５ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところに

よる。 

６ 会議は、原則非公開とする。ただし、会長が特に必要と認めたときは、この限りで

ない。 

(委員の除斥) 

第６条 会長、副会長及び委員は、自己又は父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくは兄

弟姉妹の一身上に関する事項については、その議事に加わることができない。ただし、

審査会の同意があったときは、その会議に出席し、発言することができる。 

(意見の聴取及び資料提出等の要求) 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、委員の過半数以上の同意を得た上で委員

以外の者の出席を求めて意見等を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

(会議録) 

第８条 会長は会議録を調製し、これを保存しなければならない。 

本則に次の３条を加える。 

(意見書等の提出) 

第９条 審査会は、調査審議した結果、必要があると認めるときは、第２条に掲げる事

項に関して、町長に意見を述べることができる。 

(守秘義務) 

第10条 委員及び第７条の規定により会議に出席した者は、審査の内容その他職務上知

り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後もまた同様とする。 

(庶務) 

第11条 審査会の庶務は、永平寺町役場総務課において処理する。 

附則第２項中「第５条第１項」を「第３条第２項」に改める。 

(永平寺町附属機関設置条例の一部改正) 

第12条 永平寺町附属機関設置条例(令和元年条例第13号)の一部を次のように改正する。 

第２条から第４条までを次のように改める。 

(附属機関の設置) 



第２条 附属機関として、次のものを常に置く。 

附属機関の名称 担任する事務 

介護保険運営協議会 法律の規定による介護保険事業計画の策定

又は変更、介護保険条例及びその他諸規程の

制定改廃、介護保険に関する趣旨の普及、宣

伝及びその方法並びに施策の実施状況の調

査、介護保険特別会計保険事業勘定、永平寺

町介護認定審査会勘定並びに介護サービス

事業勘定の予算編成及び執行、介護問題並び

に介護サービス提供機関及び被保険者及び

第１号被保険者保険料の料率並びに徴収及

び減免並びに保険福祉事業等に関する事務 

老人ホーム入所判定委員会 老人ホームへの入所措置の要否及び入所継

続の要否について判断に関する事務 

在宅医療介護連携推進協議会 在宅医療・介護の実施把握、連携への課題抽

出と解決策検討及び地域の医療と介護関係

者の研修等に関する事務 

健康づくり推進協議会 各種健康診査事業、健康相談、保健栄養指導

及び食生活改善等地区の衛生組織育成並び

に健康づくりの知識の普及等に関する事務 

入札監視委員会 入札及び契約の過程並びに契約の内容につ

いての審議に関する事務 

安心安全まちづくり協議会 防犯意識の高揚及び啓発活動、町民等の自主

的防犯活動の推進及び町域における犯罪防

止に配慮した環境整備並びに関係団体との

連携及び情報交換に関する事務 

指定管理者評価委員会 指定管理者が行う公の施設の管理運営業務

の評価及び指定管理者及び施設所管課に対

する指導、助言を行うこと並びにその他指定

管理制度に関する事項への助言を行うこと

に関する事務 

まちひとしごと創生総合戦略検証委員会 まち・ひと・しごと創生総合戦略に関する事

項についての調査審議に関する事務 

地域公共交通会議 道路運送法(昭和26年法律第183号)に基づ

き、地域の需要に応じた住民の生活に必要な

バス等の旅客輸送の確保その他旅客の利便

の増進を図り、地域の実情に即した輸送サー

ビスの実現に必要となる事項についての審

議等に関する事務 



景観審議会 良好な景観の形成に必要な事項についての

調査及び審議に関する事務 

心身障がい児就学支援委員会 心身障がい児の就学に関する重要事項の調

査及び審査に関する事務 

男女共同参画推進委員会 永平寺町男女共同参画計画の推進に関する

協議・助言及び普及啓発及び男女共同参画に

関する調査及び研究並びにその他男女共同

参画施策の推進のために必要な事項に関す

る事務 

食育地産地消推進委員会 食育及び地産地消を推進するための方針検

討及び実施、食育及び地産地消に関する調査

及び研究、食育及び地産地消に係る施策推進

への協力・普及啓発に関する事務 

２ 附属機関として、必要に応じて次のものを置く。 

附属機関の名称 担任する事務 

予防接種健康被害等調査委員会 永平寺町が実施した予防接種法(昭和23年法

律第68号)に基づく予防接種により発生した

健康被害等について、その原因責任の所在を

明らかにすること及び補償等の諸措置内容

などについての審議等に関する事務 

地域福祉計画策定委員会 地域福祉計画の策定に関する調査、研究及び

計画案の策定等に関する事務 

障害者基本計画等策定委員会 計画案の策定及びその他計画案の策定に関

して必要なことに関する事務 

高齢者福祉計画・介護保険計画策定委員会 介護保険法(平成９年法律第123号)第117条

第１項の規定による介護保険事業計画及び

老人福祉法(昭和38年法律第133号)第20条の

８第１項の規定による老人福祉計画の策定

又は変更及び町の介護保険及び老人福祉に

関する施策の実施状況の調査その他介護保

険及び老人福祉に関する施策の重要事項に

関する事務 

保健計画策定委員会 計画案の策定及びその他計画案の策定に関

して必要なことに関する事務 

職員退職手当審査会 町長の諮問に応じ、職員の退職手当の支給制

限等の処分に係る懲戒免職等処分を受ける

べき行為その他退職手当の支給制限等の処

分に関する必要な事項についての調査及び

審議に関する事務 



交通安全委員会 交通事故の防止対策、安全意識の高揚に関す

る事項を調査審議すること及び交通安全に

関する総合的施策と適切な実施を期するた

め関係行政機関・関係団体との連絡調整を図

ることに関する事務 

指定管理者選定委員会 公の施設の指定管理者の指定手続等に関す

る条例(平成21年条例第19号)第４条に規定

する候補者の選定、公募によらない方法によ

る候補者の選定及びその他指定管理者に係

る重要事項に関する事務 

振興計画審議会 永平寺町振興計画に関する事項について審

議に関する事務 

結核対策委員会 小学校及び中学校における結核対策の管理

方針を検討し、当該結核対策を適正かつ円滑

に実施するために必要な事項の調査審議に

関する事務 

企業版ふるさと納税活用支援事業認定審査

会 

永平寺町企業版ふるさと納税活用支援事業

の補助対象事業を実施する者から提出があ

った永平寺町企業版ふるさと納税活用支援

事業認定申請書の審査に関する事務 

永平寺町チャレンジ企業支援事業審査委員

会 

永平寺町チャレンジ企業支援事業の事業認

定及び変更申請の適否に関する事務 

(類型化による附属機関) 

第３条 前条のほか、次の各号に掲げる類型化による附属機関を置く。 

(１) 計画の策定等 

ただし、総合振興計画、都市計画等町の基本となる計画を除く。 

(２) 受託者の選定 

プロポーザル方式により業者を選定する場合の選定委員会等 

(３) 本町財産の使用者等の選定 

使用していない公共施設を民間に賃貸する際の賃借人の選定委員会等 

(４) 補助金、助成金等の交付対象者の選定 

(５) 適格者、適任者等の選考 

(６) 作品、実演等の選考 

２ 類型化による附属機関については、町長等執行機関が行政執行上の必要に応じて随

時設置することができる。 

第４条を削る。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


